
障害者の就労支援

〇これまでの助成実績
 1980年以降2462件、約111億円を助成

 2005年障害者自立支援法（現・総合支援

法）以降、増加が顕著で、2350件、総額で

約100億円の助成を実施
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障害者の就労支援

〇求める事業
 障害者就労の既成概念に囚われず、職域の拡大

など、新たな可能性の拡張が期待できる事業

 福祉就労から一般就労への移行が効果的に行わ

れる事業

 重度障害者の就労支援であって経済的自立がで

きる事業

 成果が明確となること

〇採択の可能性が高くなる事業
・統計や先行研究、調査等の客観的根拠に

基づいて事業背景が整理されている事業

・課題設定が明確で、その解決手段となる事業内容
との整合性が取れている事業

・事業実施による効果が、具体的に設定されており

事業実施後に検証可能である事業

・事業の実現性に根拠が認められる事業

〇採択が難しい事業
 目的が既存の機器類の買い替えに留まる事業

 モデル事例として普及が期待できない事業
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